
ふるさと納税について FP事務所ブレイン・トータル・プランナー

Point 手続は「ワンストップ特例：1月10日」か「確定申告：2月16日以降」を選択します。

確定申告の不要な給与所得者等がふるさと納税を行う場合、ふるさと納税 ①ワンストップ特例制度 ②確定申告の二通りがあります。

ワンストップ特例のまとめ

A) 対象者

a. 1年間の寄付先が5自治体以下
b. ほかに確定申告の必要がない

B）メリット

a. 確定申告の手続きをしなくても控除が受けられる

C）デメリット

a. 申請書や各種書類を寄付先の各自治体へ送付する必要がある
b. 年の途中で引越しをした場合、翌年の1月10日までに、変更届出書を寄付

先の各自治体へ提出する必要がある

D）手続き・締め切り

a. 翌年1月10日
b. 寄付をした翌年の1月10日必着で、申請書と必要書類を郵送にて提出

E）提出先

a. 寄付先の各自治体

D）控除対象

a. 翌年度の住民税から控除
（住民税の減額）

• ワンストップ特例制度とは、2015年4月1日の税制改革で新たに追加された特例制度です。
利用可能条件に当てはまる方であれば、確定申告をせずにふるさと納税による寄付金控除を
受 けることができます。

• ワンストップ特例制度を利用する場合、寄付を行った回数だけ申請が必要になります
。 同一自治体に2回寄付した場合には、申請は2回必要になりますのでご注意ください
。

出典：総務省
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Point ワンストップ特例制度の申告手続は①特例申請書+寄付金受領証明書+各種書類が必要です。

申告手続きのまとめ

ふるさと納税ワンストップ特例を活用する時には下記の書類を各自治体に提出してください。

㊟ ふるさと納税先の自治体によって、申込手続や申請書が異なることがありますので、ふるさと納税先の自治体にお問い合わせください。

各種書類特例申請書
寄付金受領証明書

特例申請書

寄付金受領
証明書

特例申請書は寄付をし
た自治体から送付され
ます。

しかし、自治体によっ
ては、ワンストップ特
例申請書の郵送をして
いないところや、申請
期限の関係で年末は郵
送を停止している場合
もあります。

その場合、㊟特例申請
書をインターネットを
利用して、ダウンロー
ドで入手することも可
能です。


	ふるさと納税について
	ふるさと納税について

